三島市中高層建築物の建築に係る紛争の

予防及び調整に関する条例の手引き

平成2２年１月

（平成2８年１１月改訂）

三　島　市

中高層建築物紛争予防調整条例について

お住まいになっているご近所で、中高層建築物の建築計画が発表されると、日影や風害、電波障害等を心配する声が聞かれます。
そこで、三島市では開発事業者と地域住民とのトラブルを予防したり、調整することで、良好な居住環境の形成が行われるように、建築計画の事前公開や紛争が起きた場合のあっせんや調停などに関する条例を定めました。

　条例の概要等については、以下のページをご覧下さい。
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中高層建築物紛争予防調整条例の概要

１　条例の目的

この条例は、中高層建築物に関する建築計画の事前公開、紛争のあっせん及び調停その他必要な事項を定めることにより、紛争の予防及び調整を図り、もって良好な近隣関係を保持するとともに、安全で快適な居住環境の保全及び形成に資することを目的としています。

２　用語の解説

	⑴　住居系区域とは？
	都市計画法に規定する用途地域のうち、第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び準住居地域の指定を受けた区域並びに都市計画区域内で用途地域の指定のない区域（三島市においては、市街化調整区域）をいいます。

	⑵　非住居系区域とは？
	　都市計画法に規定する用途地域のうち、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び工業専用地域をいいます。

	⑶　中高層建築物とは？
	①　住居系区域内にある建築物（その一部が住居系区域内にあるものを含みます。）で、その高さが10メートルを超えるもの

②　非住居系区域内にある建築物（その一部が住居系区域内にあるものを除きます。）で、その高さが15メートルを超えるもの

	⑷　近隣関係住民とは？
	①　中高層建築物の外壁またはこれに代わる柱の面から当該中高層建築物の高さの２倍に相当する水平距離の範囲内において、土地を所有する者または建築物の全部か一部を所有し、もしくは占有する者

②　中高層建築物の敷地の属する自治会の代表者
③　中高層建築物によるテレビジョン放送の電波の著しい受信障害の影響を受けると認められる者

＜近隣関係住民の概念図（例）＞
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	⑸　紛争
	中高層建築物の建築計画の実施により生ずると予想される日照の阻害、テレビジョン放送の受信障害その他の当該中高層建築物が周囲の居住環境に及ぼす影響に関する近隣関係住民と建築主又は工事施工者との間の紛争をいいます。


３　中高層建築物紛争予防調整条例の適用除外となる場合

　　次の場合は、中高層建築物紛争予防調整条例の適用除外となります。

　⑴　住居系区域内にある中高層建築物を増築し、または改築する場合であって、その増築または改築に係る部分の建築物の高さが10メートル以下の場合

⑵　非住居系区域内にある中高層建築物を増築し、または改築する場合であって、その増築または改築に係る部分の建築物の高さが15メートル以下の場合

⑶　建築基準法第85条に規定する仮設建築物を建築する場合

⑷　中高層建築物の建築主が国又は地方公共団体である場合
⑸　中高層建築物が都市計画法第４条第15項に規定する都市計画事業として建築される場合
４　建築計画の事前公開

　⑴　「建築計画のお知らせ」標識の設置

建築主は、中高層建築物を建築しようとするときは、近隣関係住民にその建築計画の周知を図るため、

①　建築基準法の規定による建築確認申請をしようとする日

②　建築基準法、建築基準法施行令及び静岡県建築基準条例の規定による許可又は認定（例：接道許可、一団地の総合的設計の認定など）のうち市長が別に定めるものの申請（その申請が２つ以上ある場合には、その申請手続を最も早く行うもの）をしようとする日
のうちいずれか早い日の45日前（建築物の高さが15メートル超の場合は60日前）までに、「建築計画のお知らせ」標識を、道路に接する部分（道路が２以上ある場合は、それぞれの道路に接する部分）に設置しなければなりません。
　　※　「建築計画のお知らせ」標識は、建築確認を受けた後も工事が完了するまで、設置することとなります。

　⑵　建築計画・標識設置届の提出

　　　建築主は、標識を設置したときは、その日から起算して７日以内に市に建築計画・標識設置届を提出しなければなりません。

　　※　設置届に添付が必要な書類

　　　　次のとおりです。

①　建築基準法施行規則に規定する付近見取図、配置図及び各階平面図並びに２面以上の立面図並びに日影図
②　近隣現況図（近隣関係住民の範囲及び位置を明記したもの）

③　三島市中高層建築物の紛争に係る予防及び調整に関する条例施行規則に規定する様式第３号による近隣関係住民一覧表
④　標識の設置の状況及び記載内容がわかる写真
⑤　その他三島市長が必要と認める図書（委任状など）
　⑶　建築計画の説明

建築主、設計者、工事監理者及び工事施工者（以下「建築主等」といいます。）は、「建築計画のお知らせ」標識を設置した後、

①　建築基準法の規定による建築確認申請をしようとする日

②　建築基準法、建築基準法施行令及び静岡県建築基準条例の規定による許可又は認定（例：接道許可、一団地の総合的設計の認定など）のうち市長が別に定めるものの申請（その申請が２つ以上ある場合には、その申請手続を最も早く行うもの）を　　　しようとする日
のうちいずれか早い日の30日前（建築物の高さが15メートル超の場合は45日前）までに、建築計画の概要、中高層建築物の構造、規模及び用途、日影やテレビジョン放送の影響などについて、近隣関係住民に対して説明会形式により説明をしなければなりません。建築主は、この説明会に出席しなければなりません。
また、建築主等は、近隣関係住民から中高層建築物の建築に関する説明会の開催を求められたときは、原則これに応じなければなりません。

　　※　近隣関係住民に説明が必要な事項
　　　　次のとおりです。

　　　①　中高層建築物の敷地の形態及び規模
　　　②　中高層建築物の構造、規模及び用途
　　　③　中高層建築物の敷地内における位置及び周辺の建築物の位置
　　　④　中高層建築物の工事期間、工法及び周辺への安全対策の概要
　　　⑤　中高層建築物により生ずる日影の影響
　　※　近隣関係住民に説明する際に必ず示す図書
　　　　上記⑵の「※　設置届に添付が必要な書類」①、②及び⑤の書類
　⑷　近隣関係住民説明実施報告書の提出

建築主等は、建築計画の説明を行ったときは、その日から起算して７日以内に市に近隣関係住民説明実施報告書を提出しなければなりません。また、近隣関係住民から説明会の開催を求められ、これに応じたときも、その日から起算して７日以内に市に近隣関係住民説明実施報告書を提出しなければなりません。

　　　提出先は建設部都市計画課計画係です。

⑸　建築計画の変更に伴う手続について

　　①　建築主は、標識を設置した旨を届け出た後、建築計画に変更が生じたときは、速やかに標識の内容を訂正するとともに、市に建築計画変更届を提出しなければなりません。

　　②　建築主等は、建築計画の説明をした後に、建築計画に変更が生じたときは、速やかに建築計画の変更の概要について、近隣関係住民に対して説明会形式により説明をしなければなりません。また、建築計画の変更の説明を行ったときについても、その日から起算して７日以内に市に近隣関係住民説明実施報告書を提出しなければなりません。

　⑹　建築計画の取りやめについて

　　　建築主は、中高層建築物の建築計画を取りやめようとするときは、市に建築計画中止届出書を提出しなければなりません。

◎　建築計画の事前公開（手続きの流れ）は次のとおりです。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　最短45日（60日）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最短30日（45日）



          ７日以内            　　  　                ７日以内




                                      

                                     最短7日

※括弧内は中高層建築物の高さが１５m超の場合
５　あっせん及び調停について
⑴　紛争が自主的に解決できなかった場合は、市に紛争調整の申出ができます。
⑵　紛争調整の申出に基づき、市は紛争当事者のあっせんを行います。
⑶　合意の見込みがない場合は、市はあっせんを打ち切ります。
⑷  市のあっせんが不調に終わった場合は、市に調停の申出ができます。

⑸　市は、紛争案件を建築紛争調停委員会の調停に付し、建築紛争調停委員会は、紛争当事者の調停を行います。
⑹  建築紛争調停委員会は、紛争当事者に対し、調停案の受諾を勧告します。

⑺  調停成立の見込みがない場合は、建築紛争調停委員会は調停を打ち切ります。
６　その他

⑴　市は、標識の設置をしない者又は標識の訂正をしない者に対して、期限を定めて標識の設置をし、又は標識の訂正をするよう勧告することができます。

⑵　市は、標識設置届の提出をしない者に対して、期限を定めて届出をするよう勧告することができます。

⑶　市は、当初説明会若しくは建築計画を変更した場合に説明会を開催しない者又は近隣関係住民に説明をしない者又は近隣関係住民から求められた説明会の開催をしない者に対して、期限を定めて説明をし、又は説明会の開催をするよう勧告することができます。

⑷　市は、近隣関係住民に説明をした旨の報告をしない者に対して、期限を定めて報告をするよう勧告することができます。
⑸　市は、上記勧告に従わない者と虚偽の届出及び報告を行った者を公表することができます。

予定される


中高層建築物


高さ＝ｈ





テレビジョン放送の電波の著しい受信障害の影響を受けると認められる範囲（例）





範囲＝ｈ×２


（外壁またはこれに代わる柱の面から）
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